






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・千手 ・中島 ・表町 ・神田 ・新町
   8,701人
男3,576人
女5,125人









・四郎丸 ・豊田 ・阪之上  ・川崎
   9,317人
男3,968人
女5,349人









・富曽亀  ・新組  ・黒条  ・山本
・栖吉
   7,205人
男3,085人
女4,120人








・宮内  ・十日町 ・六日市 ・太田
・山通(日常生活圏域は川東東部）
   7,312人
男3,094人
女4,218人






・上川西 ・下川西 ・福戸 ・王寺川
・三島町
   4,693人
男1,949人
女2,744人









・大島 ・希望が丘 ・日越  ・深才
・関原 ・宮本 ・大積 ・青葉台
   9,130人
男3,979人
女5,151人











   4,864人
男2,020人
女2,844人











   6,130人
男2,551人
女3,579人











   4,750人
男1,895人
女2,855人





   7,222人
男3,037人
女4,185人





























































































































(4月1日現在） 人口 高齢者数 高齢化率 認定者数（要支援者） 認知症高齢者数(女性） 単身高齢者数（女性）
2006年 282,214人 65,565人 23.2％ 10,749人(   772人） 2,076人（1,460人） 5,122人（3,897人）
2007年 281,424人 66,892人 23.8％ 11,224人（1,752人） 2,438人（1,691人） 5,492人（4,170人）
2008年 280,256人 67,849人 24.2％ 11,420人（2,081人） 2,412人（1,662人） 5,578人（41,73人）






























　 ① 虐待の相談・通報・届出への対応、② 関係機関
からの情報収集と訪問調査、③ 個別ケ－ス会議の開
催等による援助方針の決定、④ 措置後の支援、⑤ 
支援の実施後のモニタリング、⑥ その他、消費生活
関係部署・機関の紹介
　成年後見制度の利用促進は、困難事例を抱えたケア
マネジャーへの支援として活用されている。しかし、
実際に利用につないだケースは年に数えるほどであ
においてもネットワークの構築を独立した業務として
取り上げることにする。ネットワークの構築は、包括
センターにおけるあらゆる業務の前提となる業務とい
える。
　長岡市が包括的支援事業を委託する際に提示してい
る業務内容を、｢長岡市包括的支援事業委託業務内容｣１９）
より、総合相談業務、権利擁護業務、地域におけるネ
ットワークの構築の順に確認し、包括センターの取り
組み状況をみることにする２０）。表３は、２００６年度以降
の長岡市の高齢者にかかわるデータの一覧である。
　５．１　総合相談支援業務
　総合相談支援業務の内容は次のとおりである。
⑴ 総合相談：本人、家族、近隣の住民、地域のネット
ワーク等を通じて様々な相談を受け、地域における
適切なサービス、機関又は制度の利用につなげる。
⑵ 実態把握：地域の高齢者等の実態把握及び介護ニー
ズ等の評価を行うため、以下の業務を行う。
　 ① 長岡市が提供する名簿等を利用し、民生委員、地
区社会福祉協議会との連携のもと、地域の要援護高
齢者等を戸別訪問し、心身の状況及びその家族等の
状況等の実態を把握するとともに、介護ニーズ等の
評価を行う。② 実態把握及び介護ニーズの結果を記
載した台帳を整備する。
⑶ 介護認定の申請受付：介護認定の申請に当り申請受
付等を行う。
　２００８年度の総合相談の受理件数は２５，０３９件であっ
た。総合相談の経路をみると（該当数は１８，４７４件で受
理件数と一致していない）、「本人」が３４．８％と最も多
く、次に「家族」１８．１％であった。「現状調査」１５．０％、「行
政」１４．０％と続き、以下、「福祉機関」７．５％、「民生委員」
４．３％、「医療機関」３．３％、「地域機関」１．８％、「その他」
１．１％である。
　相談内容は、単一と限るわけではないが、件数をみ
ると、「介護予防」に関するものが９，５５０件で最も多く、
次に「介護保険」が７，９９６件となっている。「虐待防止・
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ルを検討、作成し、周知を図る、⑵専門職とのネット
ワーク作り、⑶虐待事例について評価し、支援方法の
課題を明らかにする。具体的には⑴として、２００９年度
に虐待対応時のシートを見直したことから、記入方法
などの研修会を開催した。更新もしくは新たに導入し
たシートは、「高齢者の虐待相談受付票」「高齢者のリ
スクアセスメントシート」「事実確認票チェックシー
ト第２版」「高齢者虐待対応ケース会議録」「支援評価
票」などである。⑵は、虐待防止と早期発見を目的と
して「ご近所見守りシート」（厚生労働問題研究会発
行）を民生委員に配布し説明した。⑶は、包括センタ
ーに通報のあった事例を収集し、支援過程が明らかに
なるように様式を統一して評価を行った（２００９年度現
在２００８年度の２事例を含む１０事例を収集）。
　５．３　地域におけるネットワ－クの構築
　ネットワークの構築は、上述のとおり災害時を意識
したものとなっている。業務内容は次のとおりである。
　コミュニティ推進組織や関係機関とともに地域福祉
ネットワークを構築し、地域の資源づくりや要援護者、
認知症高齢者及び虐待を受けている高齢者の早期発
見、早期対応及び災害時等の対応を行うため、以下の
業務を行う。
⑴ 民生委員会議及びコミュニティ推進組織の会議等へ
の参加
⑵ 関係機関に対して地域包括支援センター事業の説明
及び連携依頼
⑶関係機関に対しての相談・助言
⑷ コミュニティ推進組織を中心とした関係機関を集め
た会議の開催
⑸高齢者虐待防止のネットワークの会議開催と調整
⑹ 平時から災害時を想定した要援護者に対する支援準
備体制を図るとともに、災害発生時には市及び関係
機関と連携し、適切な支援を実施
　地域におけるネットワークの構築は、在介センター
が２００４年度からはじめた「地域福祉連携事業」と呼ぶ
事業があり、包括センターが引き継いだ。この事業は、
地域の高齢者の情報交換をし、連携をとることで高齢
者への生活支援を行うことを目的としている。構成員
をあげると次のとおりである。地区コミュニティ推進
協議会、地区社会福祉協議会・地区福祉会、町内会、
地区コミュニティセンター、地区の福祉部会、民生委
員、老人クラブ、ボランティア団体、地域の医師、居
る。費用がかかることなどもあり、誰でも簡単に利用
できるわけではない。一方、日常生活自立支援事業は、
社会福祉協議会とのネットワークを活用している。基
幹型センターの設置主体は、長岡市社会福祉協議会で
あることから連携はよい。しかし、本人や家族がニー
ズを感じていない点で、利用に結びつきにくいという
のが現状である。
　これに対して、高齢者虐待への対応に関しては、包
括センターへの通報を通して、その実態が明らかにな
ってきている。ここでは、２００８年度の通報等をもとに
集計されたデータを確認しておく。
　虐待通報等の件数は５１件（うち１件は誤報）であっ
た。前年度は６７件であったから年度によって差がみら
れる。５１件の通報先の内訳は、「介護支援専門員」２１
件で４１．２％にのぼる。以下、「親族」１１件（２１．６％）、 
「民生委員」５件（９．９％）、「本人」「警察」ともに４件 
（７．８％）、「近隣」２件（３．９％）、「サービス事業所」「知
人」ともに１件（２．０％）であった。「その他」も２件
あったが「主治医」「関係機関」からの通報はなかった。
圏域別の受付件数は年度によって差はあるが、２００８年
度は「ふそき」と「とちお」がともに１１件（２１．６％）
と多かった。「やまこし」は高齢者人口も少ないが１
件もなく、その他の圏域では２～６件であった。
　虐待の確認された５０件の被虐待者の性別は、「女性」
が３９人で７８％を占める。以下、該当数が５０人であるた
め、割合は算出しやすいので件数だけみていくことに
する。虐待者の続柄は「息子」が２６人と最も多く、「夫」
９人、「嫁」７人に次いで「孫」が６人みられた。他
には「娘」４人、「婿」「妻」はいずれも１人であった。
虐待の種類（重複あり）は、「身体的虐待」が最も多
く３７件、以下、「心理的虐待」１２件、「経済的虐待」１１
件、「介護・世話の放棄・放任」９件と続き、「性的虐
待」はなかった。被虐待者の要介護度は「介護２」が
最も多く１４件で、次に多かったのが「自立」１２件であ
った。比較的多かったのが「介護１」７件、「介護３」
６件などとなっている。緊急対応の必要性のあったも
のは、施設への分離が４件、介護サービスの調整によ
って対応したものが１件、家族支援の導入が１件であ
った。以上のとおり、包括センターには通報等を通し
て高齢者虐待の実態に関するデータが集まってきてい
る。
　虐待への対応の課題は、「虐待防止プロジェクト」
チームによって取り組まれている。２００９年度の業務目
標は次のとおりであった。⑴高齢者虐待対応マニュア
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ケーションをまとめる。
　本稿では、２００５年の改正介護保険法によって創設さ
れた地域支援事業ならびに、サービスの質の確保・向
上の観点からこの事業の中核的機関となった包括セン
ターの導入過程を検証し、長岡市の事例をもとに事業
展開の実際をみてきた。そこから明らかとなったのは、
在介センターが、１９９０年より国の掲げた整備目標に向
かって年々増設されてきたのに対して、包括センター
は、創設当初から計画的に設置されたことである。そ
の整備計画の基本となったのが、日常生活圏域という
考え方であった。そこでは、住み慣れた地域での自立
生活を、公平中立の立場から、包括的かつ継続的に支
援する視点が重視された。したがって、包括センター
は、その誕生においてサービスの質の確保という観点
から導入された機関ということができる。そして、こ
れを担保するために構想されたのが専門職の配置であ
った。すなわち、介護予防ケアマネジメント業務を保
健師が、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務を
主任介護支援専門員が、総合相談支援業務ならびに権
利擁護業務を社会福祉士が、各専門性を発揮すること
を前提とした。
　これに対して長岡市では、日常生活圏域をさらに小
さな単位とし、その区域の全業務を専門職の職員１人
が担当するしくみを導入している。全業務に占める専
門領域以外の業務の割合が高まると、業務へのモチベ
ーションが低下することを、社会福祉士を対象に検証
した研究もある。しかし、長岡市の試みのように、は
じめから役割として位置付けられた業務であれば、結
果は異なることが予想される。むしろ専門領域にこだ
わることからくるチームアプローチの弊害は、包括的・
継続的ケアにとってはマイナス要因と考えることもで
きる。小規模町村においては、もとより兼務である。
長岡方式は、地域包括ケアの実践モデルとして多くの
示唆に富む２２）。効果の検証は今後の課題としたい。
　また、本稿では、包括センターに位置付けられた包
括的支援事業のなかで、総合相談支援・権利擁護事業
に着目した。これは、本来、ソーシャルワークの専門
職である社会福祉士の役割とされた業務である。家族
などの介護を期待できない独居高齢者や認知症高齢者
などにとって重要な支援となる（池田 ２００６）。これか
らの日本社会を展望すると、その役割の重要性が増す
ことは確かである。近隣住民、知人、友人、ボランティ
アなどインフォーマル・セクターからの支援が、質・
量ともにどの程度得られるかは、地域包括ケアの成否
宅介護支援事業所、介護サービス事業所、商工会、交番、
郵便局、金融機関等。各関係機関の長には、年度はじ
めに、介護保険課長と各包括センター長の連名で、担
当者（介護予防推進室と包括センター）の氏名を添え
て事業実施のお願い状を送付している。その後、各包
括センターの担当者が直接訪問のうえ協力を要請（連
携依頼）し、顔のみえる関係を作っている。
　事業内容ならびに実績（２００８年度の件数）は次のと
おりである。①関係機関を訪問・連携依頼（１，０９５件）、
②各種会議（民生委員児童委員協議会等）への参加
（２８８件）、③各種相談の受付・助言・対応等（１，７７６件）、
④個人編会議（＝個別ケース会議）の開催（１４９件）、
⑤組織編会議（＝地域福祉連携会議）の開催（６２件）、
⑥具体的な事業の実施に向けた連携（７６件）。
　地域福祉連携の取り組みは、次のような５段階で表
される。第１段階「包括センターの役割を知ってもら
う」、第２段階「相談してもらえる関係を築く」、第３
段階「関係機関と連携し、相談に対処できる」、第４
段階「関係機関で個別ケースの問題について話し合え
る」、第５段階「地域全体で問題解決のための取り組
みができる」。年度初めには、地区ごとに目標段階を
設定し、年度末に達成状況の評価をしてきた。２００６年
度にいち早く第５段階に到達したのは、包括センター
まきやま・みしまの圏域である川西北部の下川西地区
であった。２００８年度の業務評価では、約半数の地区が
第４段階を達成した。第５段階の課題としては、解決
策や包括独自の役割を探ることとされる。
６　 インフォーマル・ケアの質の確保
策に対するインプリケーション
　２００５年の改正介護保険法において、第１条の目的に、
サービス利用者の「尊厳を保持」することが明記され
た。そして、制度創設以来、介護保険の目指すところ
は在宅福祉の推進である。つまり、住み慣れた地域で
尊厳ある日常生活を保障するのが介護保険制度という
ことである。日本の介護保障は、ゴールドプランのそ
の後に象徴されるように、サービスの量的な基盤整備
が課題となってきた。それも、質的な観点からの保障
へと、本格的に移行したことを宣言したものといえる。
このことからも、包括センターの役割の重要性がみて
とれる。以下、包括センターの役割として、総合相談
支援・権利擁護事業の限られた範囲ながら、インフォ
ーマル・ケアの質の確保策を検討するうでのインプリ
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よって、｢介護予防・地域支え合い事業の実施につ
いて｣（平成１３年５月２５日老発第２１３号厚生労働省
老健局長通知）は廃止された。
３）  本稿で引用している厚生労働（厚生）白書は、厚
生労働省ホームページに掲載されている情報｢白
書、年次報告書等｣（厚生労働省　２０１０ｂ）による。
全国課長会議資料等は、同｢全国課長会議｣（厚生
労働省　２０１０ａ）による。
４）  「介護保険制度の見直しに関する意見」では、介護
予防サービスの現状として、①老人保健法に基づ
く、４０歳以上の住民を対象とする「老人保健事業」
における機能訓練等のサービス、②「介護予防・
地域支え合い事業」における介護予防サービス、
③介護保険制度における「予防給付」もしくは「介
護給付」として提供されているリハビリテーショ
ン等のサービス、④医療保険制度におけるリハビ
リテーションの一部などがあげられている。
５）  高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプラン）
は、同年４月の消費税導入を契機として、その見
直しを議論するなかで提唱され、大蔵・厚生・自
治の三大臣合意によって、総事業費６兆円強にの
ぼる高齢社会対策の充実が図られることになった
（厚生省大臣官房政策課 １９９１： ２６－９）。
６）  １０，０００という整備目標は、｢身近なところにきめ細
かく整備し、小さな市町村にも最低１か所は設置
すること｣（厚生省大臣官房政策課１９９１： ４５）を根
拠にしている。
７）  １９９０年８月に改正された「在宅老人福祉対策事業
の実施及び推進について」（平成２年８月２７日老福
第１６７号厚生省社会局長通知）の別添４「在宅老人
デイサービス運営事業実施要綱」において「在宅
介護支援センター運営事業」として創設された（会
津 １９９８： ５３）。１９９０年度予算（施設整備費の１／２と
運営費の１／２を補助）は、デイサービス事業に計上
された（厚生白書 平成２年版）。
８）  在宅介護支援センター運営事業等実施要綱は、全
国社会福祉協議会（１９９７： １４２－７）による。
９） ①～⑧は、前掲書（１９９７： １９）より引用。
１０） 老人保健福祉計画の実施にあたっての財源は地方
交付税によって補填されたが、充当率４０～６０％に
とどまっていたため財政力の弱い市町村にとって
は目標達成は加重負担となり、予算枠の限界を理
由に達成されないところもあった（山本 ２００２： 
１０９－１１）。
を左右するであろう。
　と同時に、総合相談支援・権利擁護事業は、在宅の
養護者支援という観点からの役割も見落としてはなら
ない。包括センターの前身である在介センターが創設
された当時の期待が思い起こされる。それは、在宅介
護に関し、身近なところで専門家による介護の相談や
指導が受けられ、あるいはサービスの調整を２４時間体
制で受けられるというものだった。この場合、在宅介
護の中心的な役割を担っているのは、家族をベースと
するインフォーマル・ケアである。当然のことながら、
その質の向上のための取り組みは重要である。介護者
の心身の疲れは虐待の発生要因ともなることが、複数
の調査から明らかになっている（田中 ２００５）。長岡市
の事例によれば、高齢者虐待の相談窓口として位置付
けられた包括センターには、通報等による情報が集ま
ってきている。その対応として、老人福祉法に規定す
る「やむを得ない事由等による措置」もとられている。
日常生活自立支援事業や成年後見制度などの利用促進
は今後の課題である。そして、高齢者虐待に至った場
合に難しいのは、養護者支援であるという。インフォ
ーマル・ケアの質を確保・向上するうえで、包括セン
ターには、新たな社会資源の開発が求められているも
のといえる。その業務は緒に就いたところである。
〔付 記〕本研究は、平成２０～２２年度科学研究費補助金
（基礎研究（Ｂ））｢多元的福祉ガバナンスのもとで
の福祉サービスの質の確保策に関する総合的研究｣
（研究代表者 平岡公一）による研究成果の一部であ
る。最後に、長岡市介護予防推進室ならびに地域
包括支援センターの職員の皆様には、お忙しい中、
面接調査等にご協力いただきましたことに、この
場を借りてお礼を申し上げます。
注
―――――――――――――――
１）  長岡市は新潟県のほぼ中央に位置し、信濃川が市
内中央を流れる。２００５年度に周辺９市町村と、ま
た２００９年度に１町との飛び地合併をし、山間地か
ら日本海沿岸地域に至る総面積８９０．９１Ｋ㎡の都市
となった（長岡市 ２０１０）。２０１０年９月１日現在の人
口は２８３，４７２人、高齢化率は２５．２％である。
２）  ｢地域支援事業実施について｣（平成１８年６月９日
老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）によっ
て周知され、自治体への協力を要請した。これに
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１１） ｢これからの高齢者介護における在宅介護支援セン
ターの在り方に関する検討委員会報告書｣（全国在
宅介護支援センター協議会　２００４： １２）によれば、
２００１年度に全国在宅介護支援センター協議会の実
施した調査では、居宅介護支援事業所を併設して
いる地域型在介センターは、９０．７％であった。
１２） 老人保健福祉計画の見直しに当たって、国の示す
参酌標準として、在宅介護支援センターについて
は、｢現状程度の設置数とすることを標準とする。
ただし、地域における保健福祉の総合的な相談・
支援体制の整備が未了の市町村にあっては、相談・
支援体制を確保するために必要な量を見込む｣（全
国高齢者保健福祉・介護保険関係主管課長会議　
平成１４年２月１２日）とあるとおり、増設を目指し
ていないことが裏づけられる。
１３） 市の公開している事業所一覧（２０１０年度７月１日
現在）によれば、みつごうやの他に、居宅介護支
援事業を行っている在介センターは５か所（長岡
中央綜合病院、ほっとあらまち、かつぼ園、悠遊園、
栃尾郷診療所）である。
１４） ２００４年９月１４日開催の介護保険担当課長会議に提
出された資料｢第３期介護保険事業（支援）計画等
について｣によれば、市町村介護保険事業計画のな
かに、新たに｢生活圏域の設定及び生活圏域ごとの
見込み量｣を盛り込むこととされた。｢生活圏域｣は、
住み慣れた地域でのサービス利用を可能とする観
点から定めるもので、｢小学校区、中学校区、旧行
政区、独自の考え方により設定する圏域など、市
町村の面積、人口、地域の特性などを踏まえた様々
な設定方法が考えられる｣。
１５） ｢日常生活圏域｣は、当初、第３期介護保険事業計
画に｢サービス圏域｣という考え方を導入すること
が示され、この概念を明確にしていく過程で、市
町村単位によるサービスの数量目標主義への反省
として位置付けられ、この支援機関として具体化
したのが地域包括支援センターである（日本社会
福祉士会・地域包括支援センターにおける社会福
祉士実務研修委員会　２００６： ４－５）。
１６） ２００３年の地方自治法の改正を受けて、２００５年に制
定した｢長岡市公の施設に係る指定管理者の指定手
続等に関する条約｣（平成１７年　長岡市条例第１５８号）
に基づいて、包括センターにも２００６年度から指定
管理者制度を導入している。
１７） ２００７年９月１１日開催の｢第３回　地域包括支援セン
ター・介護予防に関する意見交換会｣（厚生労働省 
２０１０ａ）に提出された資料による。
１８） 「地域包括支援センターの設置運営について」（平
成１８年１０月１８日、一部改正：平成１９年１月１６日老
計発・老振発・老老発第１０１８００１号老健局計画課長・
振興課長・老人保健課長通知）による。
１９） ２０１１年度からの委託法人応募にあたって、市のホ
ームページに公開された。
２０） 本節のデータは、特に出所を示していないものは、
毎年介護予防推進室でまとめている『長岡市地域
包括支援センター活動報告集』（平成１８年度、１９年
度、２０年度）ならびに、『平成２１年度　長岡市地域
包括支援センタープロジェクト業務評価』に基づ
いている。
２１） この手紙には、返信用葉書を同封し、「元気ですご
している」「介護保険サービス等を利用している」
「相談したいことがある」など、いずれに該当する
かを尋ねる。「相談したいことがある」に○があれ
ば、電話、訪問、来所などで対応する。
２２） 社会福祉士に対する調査を実施した鳥羽（２００８： 
７）は、包括的・継続的ケアを実現するために必
要な要件として、地域の基盤整備、社会資源の開発、
ネットワーク形成、そしてこれを支える専門職の
体制整備をあげている。
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